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堂島貴金属先物等清算資格の新設に伴う 
「商品取引債務引受業に関する業務方法書」等の一部改正について 

 
 

I. 改正趣旨 

株式会社堂島取引所において貴金属市場が開設されることに伴い、商品取引債務引受業に関

して、当該市場における取引を清算対象とする堂島貴金属先物等清算資格を新設するなど、商

品取引債務引受業に関する業務方法書等について所要の改正を行う。 

 
 

II. 改正概要 （備  考） 

（１）指定商品市場 

・株式会社堂島取引所の貴金属市場の上場商品に係る取引を清算対象

取引とする。 

 

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第３条 

  

（２）清算参加者制度 

・堂島貴金属先物等清算資格を新設する。 

・清算資格の区分、取得要件、その他の清算参加者の義務及び清算参

加者に対する措置等に関しては、既存の商品市場に係る清算資格と同

様とする。 

 

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第５条、

第２３条、商品取引債務引

受業に関する業務方法書

の取扱い第１２条、別紙様

式４、措置評価委員会規則

第３条 

  

（３）清算約定の決済 

・堂島貴金属先物等清算資格の清算対象取引について、決済に係るク

ローズアウト数量等の申告、帳入値段及び決済等について定める。 

 

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第５５

条、第５６条、第６１条、

第６１条の２、第６２条、

第６６条、商品取引債務引

受業に関する業務方法書

の取扱い第１５条 

  

（４）清算基金 

・堂島貴金属先物等清算資格に係る清算基金の預託及び所要額等につ

いて定める。 

 

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第６８

条、商品取引債務引受業に

関する清算基金所要額に

関する規則第２条、別表 

  

（５）決済不履行による損失の補填 

・堂島貴金属先物等清算資格に係る清算参加者の決済不履行による損

 

・商品取引債務引受業に
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失の補填については、既存の商品市場に係る清算資格と同様とする。 関する業務方法書第８２

条、商品取引債務引受業に

関する業務方法書の取扱

い第２６条 

  

（６）手数料 

・堂島貴金属市場の各限日取引に係る清算手数料を定める。 

➢ 当社が当該月に引き受けた債務について、１取引単位につきそれ

ぞれ次のとおりとする。 

金限日先物取引 ：０．９円 

銀限日先物取引 ：９円 

白金限日先物取引：０．９円 

 

・商品取引債務引受業に

係る手数料に関する規則

別表 

 

 

  

（７）その他  

・その他所要の改正を行う。 ・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第６９

条、商品取引債務引受業に

関する業務方法書の取扱

い別紙様式２から４、商品

取引債務引受業に係る手

数料に関する規則第８条、

措置評価委員会規則第１

条 
 
 

III.   施行日 

１．２０２３年３月２７日から施行する。 

２．前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事

由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０２３年

３月２７日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以 上 
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商品取引債務引受業に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（指定商品市場） 

第３条 前条に規定する清算対象取引は、

次の各号に定める当社が指定する市場開

設者（以下「指定市場開設者」という。）

の商品市場（以下「指定商品市場」とい

う。）の上場商品に係る取引とする。 

（１）～（４） （略） 

（５） 株式会社堂島取引所 貴金属市

場 

 

（指定商品市場） 

第３条 前条に規定する清算対象取引は、

次の各号に定める当社が指定する市場開

設者（以下「指定市場開設者」という。）

の商品市場（以下「指定商品市場」とい

う。）の上場商品に係る取引とする。 

（１）～（４） （略） 

（新設） 

（清算参加者） 

第５条 （略） 

２ 前項に規定する商品取引清算資格は、

エネルギー先物等清算資格、堂島農産物

先物等清算資格、堂島砂糖先物等清算資

格及び堂島貴金属先物等清算資格の４種

類とし、指定商品市場はそれぞれ次の各

号に定めるものとする。 

（清算参加者） 

第５条 （略） 

２ 前項に規定する商品取引清算資格は、

エネルギー先物等清算資格、堂島農産物

先物等清算資格及び堂島砂糖先物等清算

資格の３種類とし、指定商品市場はそれ

ぞれ次の各号に定めるものとする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 堂島貴金属先物等清算資格は、

清算対象取引（金、銀及び白金に係る

ものに限る。）について当社が行う商品

取引債務引受業の相手方となるための

資格とし、その指定商品市場は株式会

社堂島取引所の貴金属市場とする。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

３ 前項第１号に定めるエネルギー先物等

清算資格を有する者をエネルギー先物等

清算参加者と、同項第２号に定める堂島

農産物先物等清算資格を有する者を堂島

農産物先物等清算参加者と、同項第３号

に定める堂島砂糖先物等清算資格を有す

る者を堂島砂糖先物等清算参加者と、同

項第４号に定める堂島貴金属先物等清算

資格を有する者を堂島貴金属先物等清算

参加者という。 

３ 前項第１号に定めるエネルギー先物等

清算資格を有する者をエネルギー先物等

清算参加者と、同項第２号に定める堂島

農産物先物等清算資格を有する者を堂島

農産物先物等清算参加者と、同項第３号

に定める堂島砂糖先物等清算資格を有す

る者を堂島砂糖先物等清算参加者とい

う。 



 

- 2 - 

 

４ （略） 

 

４ （略） 

（商品取引清算資格の喪失申請） 

第２３条 （略） 

２ 清算参加者が前項の規定によりエネル

ギー先物等清算資格、堂島農産物先物等

清算資格、堂島砂糖先物等清算資格又は

堂島貴金属先物等清算資格の喪失を申請

した場合、当該商品取引清算資格を有す

る各清算参加者及び当該商品取引清算資

格に係る指定市場開設者に、その旨を通

知する。 

 

（商品取引清算資格の喪失申請） 

第２３条 （略） 

２ 清算参加者が前項の規定によりエネル

ギー先物等清算資格、堂島農産物先物等

清算資格又は堂島砂糖先物等清算資格の

喪失を申請した場合、当該商品取引清算

資格を有する各清算参加者及び当該商品

取引清算資格に係る指定市場開設者に、

その旨を通知する。 

 

（クローズアウト数量等申告） 

第５５条 清算参加者は、商品先物取引の

各限月取引（指定市場開設者が定める限

月取引をいう。以下この章において同

じ。）及び各限日取引（指定市場開設者が

定める限日取引をいう。以下この章にお

いて同じ。）について、クローズアウト数

量（一の銘柄において売建玉と買建玉を

同時に有し、かつ、その全部又は一部を

決済（転売又は買戻しによる場合を除

く。）する場合における当該決済数量をい

う。以下同じ。）並びに転売又は買戻しを

した場合（次項に定める場合を除く。）に

おける転売及び買戻しの数量を第５３条

に規定する区分口座ごとに当社が定める

時限までに当社に申告するものとする。 

（クローズアウト数量等申告） 

第５５条 清算参加者は、商品先物取引の

各限月取引（指定市場開設者が定める限

月取引をいう。以下この章において同

じ。）について、クローズアウト数量（一

の銘柄において売建玉と買建玉を同時に

有し、かつ、その全部又は一部を決済

（転売又は買戻しによる場合を除く。）す

る場合における当該決済数量をいう。以

下同じ。）並びに転売又は買戻しをした場

合（次項に定める場合を除く。）における

転売及び買戻しの数量を第５３条に規定

する区分口座ごとに当社が定める時限ま

でに当社に申告するものとする。 

２ 清算参加者は、商品先物取引の各限月

取引及び各限日取引について、クローズ

アウト数量（商品清算取引の委託に基づ

くものに限る。）並びに商品清算取引の委

託に基づく買建玉（以下「清算取次買建

玉」という。）に係る転売又は商品清算取

引の委託に基づく売建玉（以下「清算取

次売建玉」という。）に係る買戻しをした

場合における当該清算取次買建玉又は当

２ 清算参加者は、商品先物取引の各限月

取引について、クローズアウト数量（商

品清算取引の委託に基づくものに限る。）

並びに商品清算取引の委託に基づく買建

玉（以下「清算取次買建玉」という。）に

係る転売又は商品清算取引の委託に基づ

く売建玉（以下「清算取次売建玉」とい

う。）に係る買戻しをした場合における当

該清算取次買建玉又は当該清算取次売建
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該清算取次売建玉に係る非清算参加者の

転売及び買戻しの数量を、前条に規定す

る区分口座ごとに当社が定める時限まで

に当社に申告するものとする。この場合

において、清算参加者は、自らの申告に

代えて、当該清算取次買建玉又は当該清

算取次売建玉に係る非清算参加者をして

当該申告を行わせることができる。 

玉に係る非清算参加者の転売及び買戻し

の数量を、前条に規定する区分口座ごと

に当社が定める時限までに当社に申告す

るものとする。この場合において、清算

参加者は、自らの申告に代えて、当該清

算取次買建玉又は当該清算取次売建玉に

係る非清算参加者をして当該申告を行わ

せることができる。 

３～５ （略） 

 

３～５ （略） 

（計算区域） 

第５６条 （略） 

（計算区域） 

第５６条 （略） 

２ 前項の一の計算区域は、指定市場開設

者ごとに次の各号に定めるものとする。 

（１） （略） 

（２） 第３条第３号から第５号までに

定める市場開設者にあっては、次のａ

及びｂに定めるところとする。 

 

ａ 第３条第３号及び第４号に定める指

定商品市場は、当該市場開設者の一営

業日の日中立会開始から日中立会終了

まで 

ｂ 第３条第５号に定める指定商品市場

は、当該市場開設者の一営業日の前日

の夜間立会開始から当日の日中立会終

了まで 

２ 前項の一の計算区域は、指定市場開設

者ごとに次の各号に定めるものとする。 

（１） （略） 

（２） 第３条第３号及び第４号に定め

る市場開設者にあっては、当該市場開

設者の一営業日の前場立会開始から後

場立会終了まで 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

３ （略） 

 

３ （略） 

（限月現金決済先物取引の最終決済に伴

う金銭の授受） 

第６１条 限月現金決済先物取引（指定市

場開設者が定める限月制の現金決済先物

取引をいう。以下同じ。）における最終決

済（指定市場開設者が定める最終決済を

いう。）において、最終決済価格（指定市

場開設者が定める最終決済価格をいう。）

と取引最終日（指定市場開設者が限月現

（最終決済方法） 

 

第６１条 現金決済先物取引における最終

決済（指定市場開設者が定める最終決済

をいう。）において、最終決済価格（指定

市場開設者が定める最終決済価格をい

う。）と取引最終日（指定市場開設者が現

金決済先物取引に関し定める取引最終日

をいう。）の帳入値段とを比較して差を生
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金決済先物取引に関し定める取引最終日

をいう。）の帳入値段とを比較して差を生

じたときは、清算参加者はその差に相当

する金銭を最終決済日（指定市場開設者

が定める限月現金決済先物取引における

最終決済日をいう。）の翌日において、当

社との間で授受するものとする。この場

合において、金銭を支払う清算参加者

は、当該金銭の授受を行う日の午前１１

時までに、金銭を受領する清算参加者

は、当該金銭の授受を行う日の午後１時

に、金銭を支払い又は受領しなければな

らない。 

じたときは、清算参加者はその差に相当

する金銭を最終決済日（指定市場開設者

が定める現金決済先物取引における最終

決済日をいう。）の翌日において、当社と

の間で授受するものとする。この場合に

おいて、金銭を支払う清算参加者は、当

該金銭の授受を行う日の午前１１時まで

に、金銭を受領する清算参加者は、当該

金銭の授受を行う日の午後１時に、金銭

を支払い又は受領しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定市場開

設者が適当と認める場合には、限月現金

決済先物取引に係る決済を受渡品の授受

により行うことができる。この場合にお

いて、必要な事項については、当社が別

に定める。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、指定市場開

設者が適当と認める場合には、現金決済

先物取引に係る決済を受渡品の授受によ

り行うことができる。この場合におい

て、必要な事項については、当社が別に

定める。 

 

（限日現金決済先物取引の決済に伴う金

銭の授受） 

第６１条の２ 限日現金決済先物取引（指

定市場開設者が定める限日制の現金決済

先物取引をいう。以下同じ。）において、

清算参加者は、次の各号に掲げる金銭の

合計額を、ロールオーバー（指定市場開

設者が定めるロールオーバーをいう。以

下この節において同じ。）又は第５５条第

１項及び第２項に規定する申告が行われ

た取引日の翌日に、当社との間で授受す

るものとする。この場合において、金銭

を支払う清算参加者は、当該金銭の授受

を行う日の午前１１時までに、金銭を受

領する清算参加者は、当該金銭の授受を

行う日の午後１時に、金銭を支払い又は

受領しなければならない。 

（１） 当該取引日の終了時にロールオ

 

 

（新設） 



 

- 5 - 

 

ーバーが行われた建玉にあっては、次

のａ及びｂに掲げる金銭 

ａ 当該取引日に成立した取引による建

玉について、その約定値段と当該取引

日の帳入値段との差に相当する金銭 

ｂ 当該取引日より前に成立した取引に

よる建玉について、当該取引日の帳入

値段とその前取引日の帳入値段との差

に相当する金銭 

（２） 第５５条第１項及び第２項に規

定する申告が行われた建玉にあって

は、次のａ及びｂに掲げる金銭 

ａ 当該申告が行われた取引日に成立し

た取引による建玉について、当該取引

の約定値段と当該申告に係る取引の約

定値段との差に相当する金銭 

ｂ 当該申告が行われた取引日より前に

成立した取引による建玉について、前

取引日の帳入値段と当該申告に係る取

引の約定値段との差に相当する金銭 

 

（先物取引について授受する金銭の額及

び授受の方法） 

第６２条 第５９条及び前２条の規定によ

る金銭の授受は、次の各号に掲げる単位

の区分に従い、当該各号に定める金額に

より行うものとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

 

（先物取引について授受する金銭の額及

び授受の方法） 

第６２条 第５９条及び前条の規定による

金銭の授受は、次の各号に掲げる単位の

区分に従い、当該各号に定める金額によ

り行うものとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

（建玉の移管） 

第６６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 建玉の移管は、当該建玉の移管が行わ

れる日の前日に終了する取引日における

各限月取引又は各限日取引の帳入値段を

約定値段として行われるものとする。 

５ （略） 

（建玉の移管） 

第６６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 建玉の移管は、当該建玉の移管が行わ

れる日の前日に終了する取引日における

各限月取引の帳入値段を約定値段として

行われるものとする。 

５ （略） 
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（清算基金の預託） 

第６８条 清算参加者は、当社に対する債

務の履行を確保する目的及び当社が他の

清算参加者の破綻等を認定した場合にお

いてこの業務方法書の定めるところによ

り当社に生じた損失の補填に充てる目的

の清算基金を、次の各号に掲げる区分ご

とに、当社が定めるところにより、当社

に預託しなければならない。 

（１）～（３） （略） 

（４） 堂島貴金属先物等清算資格に係

る清算基金 

（清算基金の預託） 

第６８条 清算参加者は、当社に対する債

務の履行を確保する目的及び当社が他の

清算参加者の破綻等を認定した場合にお

いてこの業務方法書の定めるところによ

り当社に生じた損失の補填に充てる目的

の清算基金を、次の各号に掲げる区分ご

とに、当社が定めるところにより、当社

に預託しなければならない。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

２～７ （略） 

 

２～７ （略） 

（破綻処理単位期間における清算基金の

特則） 

第６９条 （略） 

２ 破綻処理単位期間において第８２条第

１項の規定により各清算基金の全部又は

一部が取り崩された場合、前条第２項の

規定にかかわらず、当該破綻処理単位期

間が終了するまでの間、清算参加者は、

当該取崩しに対応する額の各清算基金の

追加預託義務を負わない。 

 

（破綻処理単位期間における清算基金の

特則） 

第６９条 （略） 

２ 破綻処理単位期間において第８２条第

１項第２号の規定により各清算基金の全

部又は一部が取り崩された場合、前条第

２項の規定にかかわらず、当該破綻処理

単位期間が終了するまでの間、清算参加

者は、当該取崩しに対応する額の各清算

基金の追加預託義務を負わない。 

 

（不履行清算参加者以外の清算参加者の

清算基金による損失の補填） 

第８２条 当社は、不履行清算参加者が当

社との間における清算約定の決済を履行

しないことにより当社が受けたエネルギ

ー先物等清算資格、堂島農産物先物等清

算資格、堂島砂糖先物等清算資格又は堂

島貴金属先物等清算資格に係る損失（第

７５条の規定に基づく処理に際し当社が

受けた損失を含む。以下この条及び次条

において同じ。）について、前条に定める

ところによってもなお補填し得ない損失

（不履行清算参加者以外の清算参加者の

清算基金による損失の補填） 

第８２条 当社は、不履行清算参加者が当

社との間における清算約定の決済を履行

しないことにより当社が受けたエネルギ

ー先物等清算資格、堂島農産物先物等清

算資格又は堂島砂糖先物等清算資格に係

る損失（第７５条の規定に基づく処理に

際し当社が受けた損失を含む。以下この

条及び次条において同じ。）について、前

条に定めるところによってもなお補填し

得ない損失がある場合には、当社が定め
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がある場合には、当社が定めるところに

より、当該損失に係る破綻処理単位期間

清算参加者が当該破綻処理単位期間の開

始日の前日において当社に預託している

第６９条に規定する各商品取引清算資格

の種類ごとの清算基金のうち清算基金所

要額に相当する額をもって、それぞれの

商品取引清算資格に係る補填し得ない損

失額を補填する。 

るところにより、当該損失に係る破綻処

理単位期間清算参加者が当該破綻処理単

位期間の開始日の前日において当社に預

託している第６９条に規定する各商品取

引清算資格の種類ごとの清算基金のうち

清算基金所要額に相当する額をもって、

それぞれの商品取引清算資格に係る補填

し得ない損失額を補填する。 

 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和５年３月２７日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規

定は、清算約定に係る当社と清算参加者

の間の決済を行うために必要な当社が設

置するシステムの稼働に支障が生じた場

合その他やむを得ない事由により、前項

に定める日から施行することが適当でな

い場合には、当該日から３か月以内の日

で、当社が別に定める日から施行する。 

３ 当社は、次の各号に掲げる事項及び当

該事項に関し必要な手続その他の行為に

ついては、この改正規定の施行の日前に

おいても、この改正規定の例により行う

ことができる。 

（１） 第６条第３項の規定による取得申

請者に対する堂島貴金属先物等清算資

格の取得の承認 

（２） 第７条の規定による堂島貴金属先

物等清算資格の承認審査の実施 
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 商品取引債務引受業に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算受託契約） 

第１２条 業務方法書第４４条に規定する

清算受託契約は、次の各号に掲げる他社

清算参加者の商品取引清算資格の種類に

従い、当該各号に定める別紙様式による

ものとする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 堂島貴金属先物等清算資格 

別紙様式５ 

 

（清算受託契約） 

第１２条 業務方法書第４４条に規定する

清算受託契約は、次の各号に掲げる他社

清算参加者の商品取引清算資格の種類に

従い、当該各号に定める別紙様式による

ものとする。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

 

（帳入値段） 

第１５条 業務方法書第５７条に規定する

当社が定める帳入値段は、次の各号に掲

げる区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。ただし、当社が当該各号に定

めるところによることが適当でないと認

める場合は、当社がその都度定める。 

（１）・（２） （略） 

（３） 業務方法書第３条第５号に掲げ

る市場 

指定市場開設者が定める理論現物価格

とする。 

 

（帳入値段） 

第１５条 業務方法書第５７条に規定する

当社が定める帳入値段は、次の各号に掲

げる区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。ただし、当社が当該各号に定

めるところによることが適当でないと認

める場合は、当社がその都度定める。 

（１）・（２） （略） 

（新設） 

（清算基金による損失の補填方法） 

第２６条 業務方法書第８１条第１項及び

第２項に規定する補填は、次の各号に掲

げる損失の区分に従い、当該各号に定め

るところにより行うものとする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 堂島貴金属先物等清算資格に係

る未補填損失（業務方法書第８２条第

１項に規定する補填し得ない損失のう

ち、堂島貴金属先物等清算資格に係る

ものをいう。） 

（清算基金による損失の補填方法） 

第２６条 業務方法書第８１条第１項及び

第２項に規定する補填は、次の各号に掲

げる損失の区分に従い、当該各号に定め

るところにより行うものとする。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 
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第１号の規定を準用する。この場合に

おいて、同号中「エネルギー先物等清算

資格」とあるのは「堂島貴金属先物等清

算資格」と読み替えるものとする。 

 

  

付  則 

１ この改正規定は、令和５年３月２７日

から施行する。 

２ 第４条に規定する清算資格取得手数料

は、この改正規定施行の日以降当分の

間、既に他の商品取引清算資格を有する

清算参加者が堂島貴金属先物等清算資格

を取得する場合においては０円とする。 

 

  

別紙様式２ 

エネルギー先物等清算受託契約書 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨をクリアリング機構に報告し

なければならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及びクリア

リング機構の定めるところに、乙は当該

処分及び処分を行った指定市場開設者の

定めるところに従うものとする。 

 

別紙様式２ 

エネルギー先物等清算受託契約書 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨を清算機構に報告しなければ

ならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及び清算機

構の定めるところに、乙は当該処分及び

処分を行った指定市場開設者の定めると

ころに従うものとする。 

 

別紙様式３ 

堂島農産物先物等清算受託契約書 

 

別紙様式３ 

堂島農産物先物等清算受託契約書 
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（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨をクリアリング機構に報告し

なければならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及びクリア

リング機構の定めるところに、乙は当該

処分及び処分を行った指定市場開設者の

定めるところに従うものとする。 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨を清算機構に報告しなければ

ならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及び清算機

構の定めるところに、乙は当該処分及び

処分を行った指定市場開設者の定めると

ころに従うものとする。 

 

別紙様式４ 

堂島砂糖先物等清算受託契約書 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨をクリアリング機構に報告し

なければならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及びクリア

リング機構の定めるところに、乙は当該

処分及び処分を行った指定市場開設者の

定めるところに従うものとする。 

別紙様式４ 

堂島砂糖先物等清算受託契約書 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 （略） 

２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨を清算機構に報告しなければ

ならない。 

３ （略） 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及び清算機

構の定めるところに、乙は当該処分及び

処分を行った指定市場開設者の定めると

ころに従うものとする。 

 

別紙様式５ 

堂島貴金属先物等清算受託契約書 

 

（新設） 
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○○○（以下「甲」という。）及び○○○

（以下「乙」という。）は、乙の委託に基づ

き甲が行う商品清算取引に関し、次のとお

り契約する。なお、本契約における用語の

意義は、株式会社日本証券クリアリング機

構（以下「クリアリング機構」という。）の

商品取引債務引受業に関する業務方法書

（以下「業務方法書」という。）その他の規

則において定めるところによるものとす

る。 

 

 

（商品清算取引の対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引

（以下「対象取引」という。）は、クリア

リング機構の業務方法書に定める指定市

場開設者及び指定商品市場のうち、株式

会社堂島取引所の貴金属市場における取

引とする。 

 

 

（指定清算参加者としての指定） 

第２条 乙は、対象取引について、常に商

品清算取引の委託先とする清算参加者

（以下「指定清算参加者」という。）とし

て甲を任意に指定することができるもの

とする。この場合において、甲はクリア

リング機構に対し、乙は指定市場開設者

に対し、あらかじめ届出を行うもの（指

定市場開設者の承認が必要な場合は、承

認を受けるもの）とする。 

 

 

（指定を受けた場合の未決済約定の引継

ぎ） 

第３条 甲は、乙が指定清算参加者として

甲以外の清算参加者を指定していた場合

において、当該指定を甲に変更したと

き、乙の対象取引に係る商品清算取引の
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委託に基づく清算約定で未決済のもの

（清算約定に係るものに限る。）を、変更

前の指定清算参加者から引き継ぐものと

する。 

２ 甲は、乙がその有する堂島貴金属先物

等清算資格を喪失した場合において、甲

を指定清算参加者として指定した場合に

は、乙の清算約定で未決済のものを引き

継ぐものとする。 

 

（指定を変更した場合等の未決済約定の

引継ぎ） 

第４条 甲は、乙が指定清算参加者として

甲を指定していた場合において、当該指

定を指定市場開設者の定めるところによ

り他の清算参加者に変更したときは、乙

の対象取引に係る商品清算取引の委託に

基づく清算約定で未決済のものを、乙が

新たに指定した他の清算参加者に引き継

ぐものとする。 

２ 甲は、乙が指定清算参加者として甲を

指定していた場合において、乙がクリア

リング機構の堂島貴金属先物等清算資格

を取得したときは、乙の対象取引に係る

商品清算取引の委託に基づく清算約定で

未決済のものを、乙に引き継ぐものとす

る。 

 

 

（商品清算取引の成立） 

第５条 甲が乙から指定清算参加者として

指定されている場合における商品清算取

引については、乙が甲を代理して当該取

引を成立させるものとする。 

２ 前項の場合において、対象取引に係る

商品清算取引の委託については、指定市

場開設者が定めるところにより乙が取引

を行ったときに、乙から甲に対し商品清

算取引の委託の申込みが行われ、かつ、
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甲は商品清算取引の受託をしたものとみ

なす。 

 

（商品清算取引口座） 

第６条 乙の対象取引に係る商品清算取引

の委託に基づく取引に係る取引証拠金、

値洗いのために授受する金銭（約定差金

及び帳入差金に相当する金銭をいう。）、

その他授受する有価証券等及び金銭は、

すべて乙が甲に設定する商品清算取引口

座において処理するものとする。 

 

 

（期限の利益の喪失） 

第７条 乙について次の各号の事由のいず

れかが生じた場合には、乙は、甲から通

知、催告等がなくても甲に対する対象取

引に係る商品清算取引の委託に基づく取

引に係る債務について当然期限の利益を

失い、直ちに債務を弁済しなければなら

ない。 

（１） 支払いの停止又は破産手続開

始、再生手続開始、更生手続開始、若

しくは特別清算開始の申立てがあった

とき。 

（２） 手形交換所又は電子記録債権法

（平成１９年法律第１０２号）第２条

第２項に規定する電子債権記録機関の

取引停止処分を受けたとき。 

（３） 乙の甲に対する対象取引に係る

商品清算取引の委託に基づく取引に係

る債権又はその他一切の債権のいずれ

かについて仮差押、保全差押又は差押

の命令、通知が発送されたとき。 

（４） 乙の甲に対する対象取引に係る

商品清算取引の委託に基づく取引に係

る債務について差し入れ又は預託して

いる担保の目的物について差押又は競
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売手続の開始があったとき。 

（５） 外国の法令に基づく前各号のい

ずれかに相当又は類する事由に該当し

たとき。 

２ 乙について次の各号の事由のいずれか

が生じた場合には、乙は、甲の請求によ

って甲に対する対象取引に係る商品清算

取引の委託に基づく取引に係る債務の期

限の利益を失い、直ちに債務の弁済をし

なければならない。 

（１） 乙の甲に対する対象取引に係る

商品清算取引の委託に基づく取引に係

る債務について一部でも履行を遅滞し

たとき（クリアリング機構の業務方法

書第３０条第２項に規定する措置に乙

が従わなかったことによるものを除

く。）。 

（２） 乙の甲に対する債務（対象取引

に係る商品清算取引の委託に基づく取

引に係る債務を除く。）について差し入

れている担保の目的物について差押又

は競売手続の開始（外国の法令に基づ

くこれらのいずれかに相当又は類する

事由に該当した場合を含む。）があった

とき。 

 

（支払の停止があった場合等における取

扱い） 

第８条 前条の規定により乙が期限の利益

を喪失したときは、甲は指定市場開設者

の定めるところにより、当該指定市場開

設者に対し、乙のすべての対象取引に係

る商品清算取引の委託に基づく清算約定

で未決済のものにつき、整理を行いたい

又は甲が指定する清算参加者に整理を行

わせたい旨を申し出ることができる。 
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２ 甲は前項の申出を行ったときは、直ち

に、その旨をクリアリング機構に報告し

なければならない。 

３ 第１項の申出に基づき、指定市場開設

者が乙を違約者とみなしたことにより、

乙の現物先物取引及び現金決済先物取引

に係る転売又は買戻し（これらの委託を

含む。）を行った結果、甲又は甲が指定す

る清算参加者が損失を生じた場合には、

乙は、甲に対してその額に相当する金銭

を直ちに支払うものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、乙が指定

市場開設者から商品市場における取引若

しくは商品清算取引の委託を停止された

場合、又は除名されたときは、甲は当該

処分を行った指定市場開設者及びクリア

リング機構の定めるところに、乙は当該

処分及び処分を行った指定市場開設者の

定めるところに従うものとする。 

 

（甲に増担保等措置が行われた場合の対

応） 

第９条 乙の商品清算取引の委託に基づく

対象取引についてクリアリング機構の業

務方法書第３０条第２項に規定する措置

を甲が乙に対して実施したときは、乙は

当該措置に従わなければならない。 

 

 

（甲にポジション保有状況の改善指示が

行われた場合における転売又は買戻し

等） 

第１０条 甲は、乙が正当な理由なく前条

に定める措置に従わないことによって、

クリアリング機構の業務方法書に基づく

ポジション保有状況の改善指示（以下こ

の条において「改善指示」という。）を受

けた場合には、乙に対して、乙の対象取

 



 

- 16 - 

 

引に係る商品清算取引の委託に基づく清

算約定で未決済のものの決済又は他の清

算参加者への引継ぎを要請することがで

きる。 

２ 甲は、改善指示に適合するべく合理的

な努力を行ってもなお改善指示に適合

できない場合で、かつ、乙に対して、あ

らかじめ合理的な猶予期間を定めて前項

の要請を行ったにもかかわらず、乙がこ

れらを正当な理由なく行わなかった場合

には、合理的に必要と認められる範囲内

において、乙の甲に対する対象取引に係

る商品清算取引の委託に基づく取引を決

済するために、乙の計算において、対象

取引に係る転売又は買戻し（これらの委

託を含む。）を行うことができる。 

３ 甲が前項の規定に基づき同項の転売又

は買戻し（これらの委託を含む。）を行っ

た結果、乙が損害を被った場合であって

も、乙は、甲及びクリアリング機構に対

してその損害の賠償を請求しないものと

する。ただし、甲又はクリアリング機構

に故意又は重過失が認められる場合にあ

っては、当該故意又は重過失がある者に

対する請求はこの限りではない。 

 

（清算参加者の決済不履行の場合におけ

る措置等） 

第１１条 甲は、乙の商品清算取引の委託

に基づく対象取引について、クリアリン

グ機構の業務方法書第７９条第１項に規

定する期限前終了割当建玉に指定された

場合には、乙の甲に対する対象取引に係

る商品清算取引の委託に基づく取引を決

済するために、乙の計算において、対象

取引に係る転売又は買戻し（これらの委

託を含む。）を行うことができる。 
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２ 甲が前項の規定に基づき同項の転売又

は買戻し（これらの委託を含む。）を行っ

た結果、乙が損害を被った場合であって

も、乙は、甲及びクリアリング機構に対

してその損害の賠償を請求しないものと

する。ただし、甲又はクリアリング機構

に故意又は重過失が認められる場合にあ

っては、当該故意又は重過失がある者に

対する請求はこの限りではない。 

 

（差引金額） 

第１２条 第７条の規定により乙が期限の

利益を喪失し、甲に対する対象取引に係

る商品清算取引の委託に基づく取引に係

る債務を履行しなければならない場合に

は、当該債務と乙の甲に対する対象取引

に係る商品清算取引の委託に基づく取引

に係る債権その他一切の債権とをその債

権の期限のいかんにかかわらず、甲はい

つでも相殺することができる。 

２ 前項の相殺ができる場合には、甲は事

前の通知及び所定の手続を省略し、乙に

代わり諸預け金の払い戻しを受け、債務

の弁済に充当することもできる。 

３ 前２項によって差引計算をする場合、

債権債務の利息、損害金等の計算につい

ては、その期間を計算実行の日までと

し、債権債務の利率及び甲に対する債務

の遅延損害金の率については甲の定める

率によるものとする。 

 

 

（充用有価証券等の処分） 

第１３条 第７条の規定により乙が期限の

利益を喪失したときは、甲は、通知、催

告を行わず、かつ法律上の手続によらな

いで、対象取引に係る商品清算取引に基

づく取引に係る債務の履行を確保するた
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めに乙が取引証拠金として差し入れてい

る充用有価証券等（クリアリング機構の

取引証拠金等に関する規則第１２条に定

める充用有価証券等をいう。）を、乙の計

算において、その方法、時期、場所、価

格等につき甲の任意で処分し、その取得

金から諸費用を差し引いた残額を法定の

順序にかかわらず債務の弁済に充当でき

るものとし、また当該弁済充当を行った

結果、残債務がある場合は乙は直ちに弁

済を行うものとする。 

 

（占有物の処分） 

第１４条 第７条の規定により乙が期限の

利益を喪失したときは、甲は、占有して

いる乙の動産及び占有し、又は社債、株

式等の振替に関する法律（平成１３年法

律第７５号）に基づき甲の口座に記録し

ている乙の有価証券等を処分できるもの

とし、この場合甲はすべて前条に準じて

取り扱うものとする。 

 

 

（弁済等充当の順序） 

第１５条 債務の弁済又は第１２条の差引

計算を行う場合、乙の甲に対する商品清

算取引の委託に基づく取引に係る債務の

全額を消滅させるに足りないときは、甲

が適当と認める順序方法により充当する

ことができるものとする。 

 

 

（遅延損害金の支払） 

第１６条 乙が対象取引に係る商品清算取

引の委託に基づく取引に係る甲に対する

債務の履行を怠ったときは、乙は、甲の

請求により、甲に対し履行期日の翌日よ

り履行の日までに、甲の定める率による

遅延損害金を支払うものとする。 
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（債権譲渡等の禁止） 

第１７条 乙は甲に対して有する対象取引

に係る商品清算取引の委託に基づく取引

に係る債権を他に譲渡又は質入れをして

はならない。 

 

 

（本契約の解約） 

第１８条 本契約は甲乙協議のうえ、合意

により本契約を解約することができる。 

２ 前項の規定によるほか、甲又は乙は、

解約を希望する日から○か月以上前に、

相手方に対し書面により解約の意思を申

し出ることにより、本契約を解約するこ

とができる。 

３ 前２項の規定によるほか、甲は、乙が

第７条第１項各号又は第２項各号のいず

れかに該当する場合は、本契約の解約が

できる。 

４ 前３項の規定により本契約を解約しよ

うとする場合には、甲は、クリアリング

機構に対し、乙は指定市場開設者に対し

あらかじめ届出を行うものとする。この

場合、第１項による解約の場合は解約し

ようとする日の３日前（休業日を除外す

る。）までの日、第２項による解約の場合

は甲が相手方に対し書面により解約の意

思を申し出た又は申し出を受けた後遅滞

なく、前項による解約の場合は解約しよ

うとする日の前日（休業日にあたる日

は、順次繰り上げる。）までに当該届出を

行うものとする。 

５ 本契約の解約までに成立した対象取引

に係る商品清算取引（第８条第１項の申

出に基づき、指定市場開設者が乙を違約

者とみなしたことにより、現物先物取引

及び現金決済先物取引に係る転売又は買

戻し（これらの委託を含む。）が行われた
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場合及び同条第４項の規定に基づき指定

市場開設者及びクリアリング機構の定め

るところに従い現物先物取引及び現金決

済先物取引に係る転売又は買戻し（これ

らの委託を含む。）を行う場合を含む。）

に関しては、引き続き本契約を適用す

る。 

６ 第１項から第３項までの規定にかかわ

らず、甲が第４項に定める届出を行わな

かった場合には、本契約の解約は、その

効力を生じない。 

 

（特例解約） 

第１９条 前条の規定にかかわらず、本契

約は、対象取引に係る商品清算取引の委

託に基づく取引に係る債務の履行の確実

性の観点から本契約を解約することがで

きる旨の条件をあらかじめ甲と乙の合意

により定めている場合において、乙が当

該条件に該当したときは、甲は解約を希

望する日の前日（休業日に当たるとき

は、順次繰り上げる。）までに乙に対し書

面により解約の意思を申し出ることによ

り、解約することができる。 

２ 前項の規定による本契約の解約（以下

「特例解約」という。）をしようとする場

合には、甲は、乙に対し書面により特例

解約の意思を申し出た後直ちに、かつ、

当該特例解約を行おうとする日の前日

（休業日に当たるときは、順次繰り上げ

る。）までにクリアリング機構に対し届出

を行うものとする。 

３ 特例解約までに成立した対象取引に係

る商品清算取引（特例解約に係る転売又

は買戻しを含む。）に関しては、引き続き

本契約を適用する。 

４ 前項のほか、決済履行確保の観点から
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クリアリング機構が特に必要と認める取

引については、引き続き本契約を適用す

る。 

５ 第１項の規定にかかわらず、甲が第２

項に定める届出を行わなかった場合に

は、特例解約は、その効力を生じない。 

 

（当月限建玉の決済等の特約） 

第２０条 甲と乙は、対象取引に係る商品

清算取引の委託に基づく取引に係る債務

の履行の確実性の観点から、次に掲げる

事項について特約を定めるものとする。 

（１） 甲の指定する日時までに、乙の

有する当月限建玉にかかる受渡しの有

無、受渡品の調達状況等必要な事項を

甲に対して遅滞なく報告すること 

（２） 受渡しにより決済しようとする

売付けに係る倉荷証券等、または買付

けに係る総取引金額を差し入れる日時 

（３） 対象取引に係る商品清算取引の

委託に基づく取引に係る数量の限度 

２ 前項の規定にかかわらず、甲と乙は乙

の有する当月限建玉について受渡を行わ

ない旨又は乙の有する建玉についてあら

かじめ定める日までに転売若しくは買戻

しにより決済を行う旨の特約を定めるこ

とができる。 

３ 乙が前２項の規定に定める特約に違反

したときは、甲は乙の対象取引に係る商

品清算取引の委託に基づく清算約定で未

決済のものを決済するため、当該未決済

の清算約定に関する建玉を乙の計算にお

いて、転売若しくは買戻しにより任意に

処分する又は甲が指定する指定市場開設

者の会員等に引き継ぐことができる。 

４ 第８条第３項の規定は、前項の場合に

おいて準用する。 
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（報告） 

第２１条 乙は、甲が請求したときは、対

象取引に係る商品清算取引の委託に基づ

く取引に関して必要な事項を甲に対して

遅滞なく報告しなければならない。 

２ 乙は、第７条第１項各号又は第２項各

号のいずれかの事由を生じたとき、又

は、指定市場開設者から商品市場におけ

る取引若しくは商品清算取引の委託を停

止された場合、又は除名されたとき（本

契約に基づく対象取引に係る商品清算取

引の委託に基づく取引に関係のあるもの

に限る。）は、甲に対し直ちに書面をもっ

てその旨の報告をしなければならない。 

 

  

（乙の義務） 

第２２条 乙は、乙又は乙に係る清算取次

者が差換預託をしているときはその旨を

甲に対し通知するとともに、クリアリン

グ機構が定める取引証拠金等に関する規

則に基づき必要な事項を甲に通知しなけ

ればならない。 

 

 

（秘密保持） 

第２３条 甲及び乙は、本契約に関して業

務上知り得た相手方の業務上の秘密を保

持するものとし、他の目的のために利用

してはならない。また、指定市場開設者

又はクリアリング機構の調査に応じる場

合その他正当な理由がある場合を除き、

第三者に漏らしてはならない。 

 

 

（届出事項の変更届出） 

第２４条 乙は、商号若しくは名称、代表

者、甲に届け出た印章若しくは署名鑑又

は住所若しくは事務所の所在地その他の
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事項に変更があったときは、甲に対し直

ちに書面をもってその旨届け出なければ

ならない。 

 

（免責事項） 

第２５条 天災地変等の不可抗力により、

乙の請求に係る担保物の返還が遅延した

場合に生じた損害については、甲はその

責を負わないものとする。 

２ 前項の事由による担保物の紛失、滅

失、毀損等の損害についても甲はその責

を負わないものとする。 

３ 甲が、諸届その他の書類に使用された

印影又は署名を届出の印鑑又は署名鑑と

相当の注意をもって照合し、相違ないも

のと認めて取り扱ったうえは、それらの

書類につき偽造、変造その他の事故があ

っても、そのために生じた損害について

は甲はその責を負わないものとする。 

 

 

（通知の効力） 

第２６条 乙が甲に届け出た住所又は事務

所にあて、甲によりなされた対象取引に

係る商品清算取引の委託に基づく取引に

関する諸通知が乙の責に帰すべき事由に

より延着し、又は到達しなかった場合に

おいては、通常到達すべき時に到達した

ものとする。 

 

 

（電磁的方法による報告等） 

第２７条 乙は、第２１条第２項の規定に

よる書面による報告又は第２４条の規定

による書面（印章又は署名鑑の変更にか

かるものを除く。）による届出に代えて、

甲の承諾を得た場合には、当該報告又は

届出を行うための書面に記載すべき事項

を電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法によ
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り、提供することができる。この場合に

おいて、乙は、書面により当該報告又は

届出を行ったものとみなす。 

 

（適用法） 

第２８条 本契約は、日本国の法律により

支配され、解釈されるものとする。 

 

 

（合意管轄） 

第２９条 本契約に基づく対象取引に係る

商品清算取引の委託に基づく取引に関す

る訴訟については、甲の本店又は○○支

店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判

所とする。 

 

 

（ギブアップに係る契約の締結の承諾） 

第３０条 乙がギブアップに係る契約を締

結する場合には、乙はその都度あらかじ

め書面により甲の承諾を得なければなら

ない。 

２ 乙は、ギブアップに係る契約について

解約があったときは、遅滞なくその旨を

甲に通知するものとする。 

 

 

 

この契約を証するため、本契約書２通を

作成し、記名捺印のうえ甲乙それぞれその

１通を所持する。 

 

 

 

  年  月  日 

 

住      所 

甲（堂島貴金属先物等清算参加者） 商号又

は名称 

代 表 者          印 
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住    所 

乙（堂島貴金属先物等非清算参加者）商号又

は名称 

代 表 者          印 

 

（注１） 第１８条第２項中「○か月」の

部分については、甲と乙の合意により、

１か月以上の月数を記入するものとす

る。 

 

（注２） 第１９条については、同条第１

項に規定する債務の履行の確実性の観点

から本契約を解約することができる条件

を甲と乙との間であらかじめ定めない場

合は、本契約から削除することができ

る。 

 

（注３） 第２９条の合意管轄について

は、甲と乙との合意により、適当と認め

る修正を行うことができる。 

 

  

  

  



 

- 26 - 

 

商品取引債務引受業に関する清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算基金所要額） 

第２条 （略） 

（清算基金所要額） 

第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 当社は、エネルギー先物等清算資格、

堂島農産物先物等清算資格、堂島砂糖先

物等清算資格及び堂島貴金属先物等清算

資格に係る各清算参加者の清算基金所要

額を、毎営業日を清算基金所要額算出基

準日として算出し、当該清算基金所要額

算出基準日の翌日に各清算参加者に通知

する。 

３ 当社は、エネルギー先物等清算資格、

堂島農産物先物等清算資格及び堂島砂糖

先物等清算資格に係る各清算参加者の清

算基金所要額を、毎営業日を清算基金所

要額算出基準日として算出し、当該清算

基金所要額算出基準日の翌日に各清算参

加者に通知する。 

４ 前項の規定により算出したエネルギー

先物等清算資格、堂島農産物先物等清算

資格、堂島砂糖先物等清算資格及び堂島

貴金属先物等清算資格に係る各清算参加

者の清算基金所要額は、清算基金所要額

算出基準日の翌日から適用する。 

４ 前項の規定により算出したエネルギー

先物等清算資格、堂島農産物先物等清算

資格及び堂島砂糖先物等清算資格に係る

各清算参加者の清算基金所要額は、清算

基金所要額算出基準日の翌日から適用す

る。 

５ （略） ５ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和５年３月２７日

から施行する。 

２ 別表の規定にかかわらず、堂島貴金属

先物等清算基金所要額の算出において

は、当分の間、期間平均基準ＰＭＬ額か

ら、商品取引清算資格の種類ごとに商品

取引債務引受業に関する業務方法書第８

１条第４項に規定する第三者により受領

する金銭として当社が定める額及び商品

取引清算資格の種類ごとに同条第５項に

規定する当社の商品先物等決済保証準備

金として当社が定める額を控除した額

を、期間平均基準ＰＭＬ額とみなして算

出を行うものとする。 
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３ 第２条第２項の規定にかかわらず、施

行日において堂島貴金属先物等清算資格

（各商品取引清算資格に係る自社清算資

格に限る。）を取得する者の堂島貴金属

先物等清算基金所要額は、同条第１項の

規定によるものとする。 

  

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

１．～３． （略） １．～３． （略） 

４．堂島貴金属先物等清算資格に係る清算

基金所要額（以下「堂島貴金属先物等清

算基金所要額」という。） 

堂島貴金属先物等清算基金所要額は、

次に定める計算式により算出される額と

する。なお、計算式における用語の意義

は、次のａからｃまでに定めるとおりと

する。 

（新設） 

堂島貴金属先物等清算基金所要額 

＝（期間平均基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥ又は算

出基準日における日次最大基準ＰＭＬ

額ＤＰＭＥのいずれか大きい方の値）×

個社按分基礎ＩＭ額ＤＰＭＥ／按分基礎

ＩＭ総額ＤＰＭＥ 

 

 

ａ 期間平均基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥとは、

日次最大基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥの算出対

象期間における平均値をいう。 

（注１） 日次最大基準ＰＭＬ額ＤＰＭ

Ｅとは、ストレスシナリオ別最大基

準ＰＭＬ額ＤＰＭＥの各日における最

大値をいう。 

（注１－１） ストレスシナリオ別最

大基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥとは、各ストレ

スシナリオにおける清算参加者の基

準ＰＭＬ額ＤＰＭＥ（清算参加者に関係

会社等に該当する他の清算参加者
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が存在する場合には、当該他の清

算参加者の基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥを合

計した額）が最大となる清算参加者

の基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥ及び純資産額が

下位の５社の清算参加者の当該スト

レスシナリオにおける基準ＰＭＬ額Ｄ

ＰＭＥの合計額をいう。 

（注１－１－１） 基準ＰＭＬ額ＤＰＭＥ

とは、堂島貴金属先物等清算資格に

係る各区分口座（商品取引債務引受

業に関する業務方法書第５３条及び

同第５４条に規定する各区分口座を

いう。）に関して、ストレスシナリオ

の下で未決済約定から生じる損失額

から堂島貴金属先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額を控除した

額（当該各区分口座のうち同第５３

条第１号に規定する区分口座以外の

区分口座にあっては、正の額に限

る。）を合計した額をいう。 

ｂ 個社按分基礎ＩＭ額ＤＰＭＥとは、各

清算参加者の、清算基金所要額算出基

準日からさかのぼって１か月間の各取

引日の堂島貴金属先物等清算資格に係

る取引証拠金所要相当額の総額（各清

算参加者が管理する商品取引債務引受

業に関する業務方法書第第５３条及び

同第５４条に規定する区分口座の堂島

貴金属先物等清算資格に係る取引証拠

金所要相当額を合算した額をいう。）

の平均額をいう。 

ｃ 按分基礎ＩＭ総額基礎ＩＭ額ＤＰＭＥ

を、すべての堂島貴金属先物等清算参

加者について合算した額をいう。 
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商品取引債務引受業に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（銘柄管理手数料） 

第８条 （略） 

（銘柄管理手数料） 

第８条 （略） 

２ 指定市場開設者の前項に規定する銘柄

管理手数料（月額）は、商品取引債務引

受業に関する業務方法書第２条第１号及

び第２号に掲げる取引について、月末に

おける各指定市場開設者の当該取引に係

る対象商品の数（限月取引及び限日取引

のいずれの取引も設定されていないもの

を除く。）に６万円を乗じて得た額の合計

額とする。 

２ 指定市場開設者の前項に規定する銘柄

管理手数料（月額）は、商品取引債務引

受業に関する業務方法書第２条第１号及

び第２号に掲げる取引について、月末に

おける各指定市場開設者の当該取引に係

る対象商品の数（限月取引が設定されて

いないものを除く。）に６万円を乗じて得

た額の合計額とする。 

  

  

付  則 

この改正規定は、令和５年３月２７日か

ら施行する。 

 

 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

 

商品取引債務引受業に関する業務方法書

第２条第１号及び第２号に掲げる取引に係

る清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率は、次のとおりとする。 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

 

商品取引債務引受業に関する業務方法書

第２条第１号及び第２号に掲げる取引に係

る清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率は、次のとおりとする。 

清算対象取引 

の区分 

算出 

の基準 
清算手数料率 

（略） 

商品取引

債務引受

業に関す

る業務方

法書第２

条第２号

に掲げる

現金決済

（略） 

商品取引

債務引受

業に関す

る業務方

法書第３

条第５号

に掲げる

取引数

量 

当社が当該月

に引き受けた

債務（注２）

について、１

取引単位につ

き 

０．９円 

清算対象取引 

の区分 

算出 

の基準 
清算手数料率 

（略） 

商品取引

債務引受

業に関す

る業務方

法書第２

条第２号

に掲げる

現金決済

（略） 

（新設） 
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先物取引 商品市場

の上場商

品に係る

取引のう

ち金限日

先物取引

及び白金

限日先物

取引 

（注１） 

（注３） 

商品取引

債務引受

業に関す

る業務方

法書第３

条第５号

に掲げる

商品市場

の上場商

品に係る

取引のう

ち銀限日

先物取引 

（注１） 

取引数

量 

当社が当該月

に引き受けた

債務（注２）

について、１

取引単位につ

き 

９円 

（注３） 

（注１）～（注３） （略） 

先物取引  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注３） （略） 
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措置評価委員会規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（目的） 

第１条 この規則は、業務方法書第３３条

の２、ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書（以下「ＣＤＳ業務方法書」とい

う。）第３６条、金利スワップ取引清算

業務に関する業務方法書（以下「金利ス

ワップ業務方法書」という。）第３６

条、国債店頭取引清算業務に関する業務

方法書（以下「国債店頭取引業務方法

書」という。）第３３条及び商品取引債

務引受業に関する業務方法書（以下「商

品取引業務方法書」という。）第３８条

の規定に基づき、措置評価委員会に関し

て必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第１条 この規則は、業務方法書第３３条

の２、ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書（以下「ＣＤＳ業務方法書」とい

う。）第３６条、金利スワップ取引清算

業務に関する業務方法書（以下「金利ス

ワップ業務方法書」という。）第３６

条、国債店頭取引清算業務に関する業務

方法書（以下「国債店頭取引業務方法

書」という。）第３３条及び商品取引債

務引受業に関する業務方法書（以下「商

品取引業務方法書」という。）第３９条

の規定に基づき、措置評価委員会に関し

て必要な事項を定める。 

 

（諮問事項） 

第３条 当社は、清算参加者等（業務方法

書第５条第２項に規定する現物清算資

格、国債先物等清算資格、指数先物等清

算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格、農産物先物等清算資格、

原油先物等清算資格、ＦＸ清算資格若し

くはＥＴＦ特別清算資格、ＣＤＳ業務方

法書第２条第６０号に規定するＣＤＳ清

算資格、金利スワップ業務方法書第２条

第１２号に規定する金利スワップ清算資

格、国債店頭取引業務方法書第５条第２

項に規定する国債店頭取引清算資格又は

商品取引業務方法書第５条第２項に規定

するエネルギー先物等清算資格、堂島農

産物先物等清算資格、堂島砂糖先物等清

算資格若しくは堂島貴金属先物等清算資

格のうちいずれかの清算資格を有する者

（以下「清算参加者」という。）又は業

務方法書第１０条の４第１項の規定によ

（諮問事項） 

第３条 当社は、清算参加者等（業務方法

書第５条第２項に規定する現物清算資

格、国債先物等清算資格、指数先物等清

算資格、貴金属先物等清算資格、ゴム先

物等清算資格、農産物先物等清算資格、

原油先物等清算資格、ＦＸ清算資格若し

くはＥＴＦ特別清算資格、ＣＤＳ業務方

法書第２条第６０号に規定するＣＤＳ清

算資格、金利スワップ業務方法書第２条

第１２号に規定する金利スワップ清算資

格、国債店頭取引業務方法書第５条第２

項に規定する国債店頭取引清算資格又は

商品取引業務方法書第５条第２項に規定

するエネルギー先物等清算資格、堂島農

産物先物等清算資格若しくは堂島砂糖先

物等清算資格のうちいずれかの清算資格

を有する者（以下「清算参加者」とい

う。）又は業務方法書第１０条の４第１

項の規定により登録を受けた者をいう。
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り登録を受けた者をいう。以下同じ。）

に対し次に掲げる措置又は判断を行おう

とするときは、措置評価委員会に諮問す

るものとする。 

以下同じ。）に対し次に掲げる措置又は

判断を行おうとするときは、措置評価委

員会に諮問するものとする。 

（１）～（５） （略） 

２・３ （略） 

（１）～（５） （略） 

２・３ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和５年３月２７日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行う

ために必要な当社又は当社以外の機関が

設置するシステムの稼働に支障が生じた

場合その他やむを得ない事由により、改

正後の規定を適用することが適当でない

と当社が認める場合には、令和５年３月

２７日以後の当社が定める日から施行す

る。 

 

  

  

 


